
東レの知財戦略：技術・事業・知財の三位一体

経営とグローバル研究開発ネットワークの実

態 
 

エグゼクティブサマリ 
1. 企業理念・行動指針と三位一体の知財戦略方針 東レ株式会社は、事業戦略、研究・技術開発戦
略、および知的財産戦略を有機的に連携させる「三位一体（事業・技術・知財）」の体制を経営戦略

の最重要要素の一つとして位置付けている。統合報告書である「Toray Report 2025」によれば、同
社は知的財産部門のミッションを「知財の事業への貢献を実現し、東レグループの企業価値の向上

に繋げる」ことと定義しており、メンバー一人ひとりがこの意識を持って活動を推進している。このミッ

ションを遂行するための屋台骨として、全社レベルで4つの「知的財産に関する基本方針」が掲げら
れている。第一の方針は「経営方針に沿った三位一体の知財戦略」であり、事業と技術と知財の戦

略的連携を明文化している。第二の方針は「権利取得の推進」であり、東レグループの製品および

技術を守り利益を確保するために、質の高い特許出願と権利化を推進し、牽制力のある強い特許網

の構築に努める方針を示すとともに、商標に関してもブランド価値向上を意識した適切な権利の取

得を実行するとしている。第三の方針は「他人の権利の尊重」であり、他社の権利を侵害することの

ないよう、東レグループの製品・技術と他社特許などとの関係を包括的に調査する特許確認制度を

設け、商標についても使用前に他社登録商標との関係を確認する手順を徹底している。第四の方針

は「自己の権利の正当な行使」であり、他人による権利侵害に対しては侵害行為の中止要請を行う

ほか、ライセンス許諾による金銭的利益の享受、および他人の権利とのクロスライセンスなど、正当

な権利行使や活用を行い、状況に応じて適切な措置を取る方針を示している。これらの基本方針

は、同社の企業理念である「わたしたちは新しい価値の創造を通じて社会に貢献します」およびコー

ポレートスローガン「Innovation by Chemistry」を具現化するための法務・知財的基盤として機能し
ている1。 

2. 知的財産ガバナンスと特許責任体制の構造 知的財産戦略を各事業領域において確実に実行す
るためのガバナンス体制として、東レ本体では技術分野ごとに「特許責任体制」を構築している。「

Toray Report 2025」の記載によれば、同社は2ヶ月に1回の頻度で「特許会議」を開催しており、各担
当領域の技術責任を持つ現場の長が、当該領域に発生する特許問題の総責任者である「特許責任

者」として任命されている。この特許責任者は、専門的な知見を持つ知的財産部からの見解を得つ

つ、自らの事業領域における特許戦略を遂行する義務を負っている。同社はこれを、特許に関しても

製品安全と同様に現場が責任を持つことが明確に体現された制度であると説明している。さらに、こ

の特許責任体制は取締役会と連携する構造となっており、最高技術責任者（CTO）にあたる副社長
が、東レの技術全般と知的財産全般の双方を統括する役割を担い、全社的な視点から三位一体の

戦略を指揮している。また、この特許管理の枠組みは日本国内の本体に留まらず、国内外の関係会

社にも適用されている。各関係会社は技術分野ごとに「グローバル特許戦略責任体制」に組み込ま

れており、東レグループ全体が一体となって知財戦略を推進し、各技術分野における重要テーマに

ついて実行計画を策定・遂行する体制が整備されている。こうした厳格な知財ガバナンスの運用実



績として、過去には経口そう痒症改善剤「レミッチ」等に関する用途特許（特許第3531170号）の特許
延長登録拒絶審決の取消しおよび特許延長登録無効審決の取消しを求める訴訟において、同社の

主張が認められ、延長登録拒絶審決等の取消判決を得た事実が公式ニュースとして公表されてい

る。同社は本件に際し、自社の有する知的財産を侵害から守るため、基本方針である「自己の権利

の正当な行使」に従い適切な対応を取り続ける方針を表明している2。 

3. グローバル研究開発ネットワークと技術イノベーションの展開 東レの知的財産創出の源泉は、多
様な専門領域に特化して編成された研究開発組織およびエンジニアリング組織の広範なネットワー

クに存在する。国内における主要な研究組織としては、静岡県三島市の繊維研究所、滋賀県大津市

のフィルム研究所、電子情報材料研究所、地球環境研究所、先端材料研究所、愛知県名古屋市の

化成品研究所、愛媛県伊予郡の複合材料研究所、神奈川県鎌倉市の医薬研究所および先端融合

研究所という9つの研究所が設立されている。これらの研究所群から創出された基礎技術をスケー
ルアップし製品化へと導くための開発・エンジニアリング組織として、環境・モビリティ開発センター、

テキスタイル・機能資材開発センター、エンジニアリング開発センター、さらに技術センター傘下の

A&Aセンターなどが機能している。また、グループ外の顧客や大学・研究機関との連携を通じたイノ
ベーション創出を推進するため、研究・技術開発協力機関として高度な分析・評価技術を提供する株

式会社東レリサーチセンター（TRC）や、新規事業創出のインキュベーターとしての役割を担う株式会
社鎌倉テクノサイエンスが設置されている。さらに、グローバルな事業拡大と現地市場のニーズに対

応するため、海外連携拠点として中国の東麗繊維研究所（中国）有限公司（TFRC）や東麗先端材料
研究開発（中国）有限公司（TARC）、韓国のToray Advanced Materials Korea Inc.（TAK）、米国の
Advanced Materials Research Center（AMRC）、Toray Composites Materials America, Inc.（CMA
）、Toray Plastics (America), Inc.（TPA）、マレーシアのToray Plastics (Malaysia) Sdn. Berhad（TPM
）、欧州フランスのToray Carbon Fibers Europe S.A.（CFE）、イタリアのAlcantara S.p.A.、オランダの
Toray Advanced Composites Netherlands B.V.（TACNL）など、世界各地域に研究開発網を展開し
ている。これらの拠点は日本国内の研究中枢と連携しながら、現地の最先端ニーズを吸収し、グ

ローバル規模での特許網構築とイノベーション活動を推進している4。 

4. サステナビリティ・ビジョンに基づく技術展開と新規事業 東レグループは、自社の研究開発能力と
蓄積された知的財産を活用し、地球規模の社会課題解決に直結するイノベーションの創出を事業の

核に据えている。同社が定めた「東レグループ サステナビリティ・ビジョン」においては、2050年に向
けた4つの目標とする世界像として、地球規模での温室効果ガスの排出と吸収のバランスが達成さ
れた世界（Net-zero GHG emissions world）、資源が持続可能な形で管理される世界（Sustainable 
resource management world / GO CIRCULAR）、すべての人が安全な水と空気を利用でき自然環
境が回復した世界、そしてすべての人が健康で衛生的な生活を送る世界の実現を掲げている。これ

を中期的に推進するための経営プログラム「Project AP-G 2025」および「CSRロードマップ2025」で
は、気候変動対策としての温室効果ガス排出削減技術、サーキュラーエコノミーに資する資源回収

やバイオマス由来素材の活用、医療や介護・衛生分野に向けた先端材料の提供などを重点分野と

して設定している。これらのビジョンに基づく直近の研究開発の成果として、複数の先進的な素材技

術が公表されている。2026年3月には、同社独自の複合紡糸技術である「NANODESIGN」を活用
し、上質な光沢感とふくらみ感、微細な起毛感を発現させる新たなポリエステル長繊維「AURLIST」の
開発が発表された。また、2026年2月には、高い耐衝撃性と表面の平滑性を実現する3Dプリンター
用の「ポリアミド12真球微粒子」の開発、ならびに化粧品微粒子市場向けとした「ポリアミド4バイオ原
料化技術」の創出が公表されている。これらの新技術は、同社の研究開発ネットワークから創出され



た最先端の知的財産を具現化したものであり、社会的課題の解決に寄与する高付加価値製品とし

て市場へ提供されることで、企業理念の実現と事業収益の双方へと還元される仕組みとなっている2

。 

5. 財務パフォーマンスと設備投資・資本配分の実績 知的財産の継続的な創出と事業化を支える基
盤として、東レの強固な財務体質と戦略的な資本配分が機能している。代表取締役社長大矢光雄

氏のもとで2026年2月10日に発表された「2026年3月期 第3四半期決算短信〔IFRS〕(連結)」によれ
ば、2025年4月1日から2025年12月31日までの第3四半期累計期間における同社の経営成績は、売
上収益が1,919,493百万円（対前年同四半期増減率0.2%減）であった。事業利益（営業利益から非
経常的な要因により発生した損益を除いて算出された指標）は105,090百万円（同3.4%減）、営業利
益は71,039百万円（同31.6%減）、税引前四半期利益は74,663百万円（同30.6%減）、親会社の所有
者に帰属する四半期利益は40,164百万円（同46.6%減）であった。2026年3月期通期の連結業績予
想としては、売上収益2,600,000百万円（対前期増減率1.4%増）、事業利益150,000百万円（同
5.1%増）、親会社の所有者に帰属する当期利益82,000百万円（同5.2%増）を見込んでいる。財政状
態の観点では、当第3四半期末時点（2025年12月31日）における資産合計が3,515,106百万円、資本
合計が1,884,604百万円であり、そのうち親会社の所有者に帰属する持分は1,761,974百万円となっ
ている。親会社所有者帰属持分比率は50.1%である。研究開発機能や製造拠点の強化を図るため
の設備投資指標として、同決算短信の補足説明資料におけるキャッシュ・フロー関連の実績値によ

れば、当該第3四半期累計期間における「有形固定資産及び無形資産の取得による支出」として
114,973百万円が計上されており、前年同期間の実績である131,949百万円に引き続き、知財と技術
を物理的に具現化するための大規模な資本投下が継続して実行されている。また、「Toray Report 
2024」の記述によれば、限られた経営資源の最適配分を目的としてROIC（投下資本利益率）の指標
を導入しており、2023年度実績の2.8%から2024年度には約4%へと改善させる目標を掲げているこ
とが確認できる6。 

Evidence Index 
 

発行体 文書名 発行日/公開日 種別 URL 

東レ株式会社 2026年3月期 
第3四半期決算
短信〔IFRS〕(連
結) 

2026/02/10 決算短信 https://assets.
minkabu.jp/ne
ws/article_med
ia_content/urn:
newsml:tdnet.i
nfo:202602095
51999/0101202
60209551999.p
df 

東レ株式会社 Toray Report 日付明示なし 統合報告書 https://www.tor
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https://assets.minkabu.jp/news/article_media_content/urn:newsml:tdnet.info:20260209551999/010120260209551999.pdf
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/lib/lib_a636.pdf


2024 ay.co.jp/ir/pdf/li
b/lib_a636.pdf 

東レ株式会社 Toray Report 
2025 

日付明示なし 統合報告書 https://vane.onl
ine/monthly_pa
ge/img/page48
/toray_report.p
df 

東レ株式会社 公式ニュース：

レミッチ特許訴

訟 

日付明示なし 公式ニュース https://www.tor
ay.co.jp/news/a
rticle.html?con
tentId=t01zwyt
p 

東レ株式会社 公式サイト：主

要拠点 
日付明示なし 公式ページ https://www.tor

ay.co.jp/aboutu
s/network/hea
doffice.html 

東レ株式会社 公式サイト：研

究組織 
日付明示なし 公式ページ https://www.tor

ay.co.jp/techno
logy/organizati
on/laboratories
/ 

東レ株式会社 公式サイト：開

発・エンジニアリ

ング組織 

日付明示なし 公式ページ https://www.tor
ay.co.jp/techno
logy/organizati
on/department
s/ 

東レ株式会社 公式サイト：研

究・技術開発協

力機関 

日付明示なし 公式ページ https://www.tor
ay.co.jp/techno
logy/organizati
on/collaboratin
g/ 

東レ株式会社 公式サイト：グ

ローバル連携 
日付明示なし 公式ページ https://www.tor

ay.co.jp/techno
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logy/organizati
on/global/ 

東レ株式会社 公式サイト：

CSRロードマッ
プ2025 

日付明示なし 公式ページ https://www.tor
ay.co.jp/sustain
ability/stance/r
oadmap.html 

東レ株式会社 2023年3月期 
第2四半期決算
短信 

2022/11/08 決算短信 https://www.tor
ay.co.jp/ir/pdf/fi
n/fin_a119.pdf 

東レ株式会社 2025年3月期 
決算補足説明

資料 

日付明示なし 決算補足資料 https://www.tor
ay.co.jp/ir/pdf/fi
n/fin_a129.pdf 

東レエンジニア

リング株式会社 
公式サイト：事

業拠点 
日付明示なし 公式ページ https://www.tor

ay-eng.co.jp/a
boutus/locatio
n/ 

主要案件クロノロジー 
 

案件名 Announc
ement 

Effective
(Event) 

Completi
on 

Start 状態ラベ

ル 
根拠 

経口そう

痒症改善

剤「レミッ

チ」特許

延長登録

拒絶審決

等の取消

判決の取

得 

確認でき

ず 
確認でき

ず 
確認でき

ず 
確認でき

ず 
完了 3 

新ポリエ

ステル長

繊維「

2026年3
月 

確認でき

ず 
確認でき

ず 
確認でき

ず 
完了 6 
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AURLIST」
の開発 

3Dプリン
ター用ポ

リアミド12
真球微粒

子の開発 

2026年2
月 

確認でき

ず 
確認でき

ず 
確認でき

ず 
完了 6 

ポリアミド

4バイオ
原料化技

術の開発 

2026年2
月 

確認でき

ず 
確認でき

ず 
確認でき

ず 
完了 6 

※2026/03/05時点で、有報（直近FY）・決算短信（直近4四半期）・統合報告書（直近版）・公式IR/公
式ニュース（直近24ヶ月）を確認した範囲では、各案件の西暦を含む正確な発表年月日、効力発生
日、完了日、および開始日を一次情報として特定できない（調査範囲内では確認できず）。なお「

AURLIST」「ポリアミド12真球微粒子」「ポリアミド4バイオ原料化技術」については統合報告書関連情
報の記述から「2026年3月」「2026年2月」の開発であることが示されている3。 

知財対応表 

国 特許番号 発明名称（公

式表記） 
正本一次情報

（ページ名） 
公的DBでの
検証結果 

根拠URL 

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

※2026/03/05時点で、有報（直近FY）・決算短信（直近4四半期）・統合報告書（直近版）・公式IR/公
式ニュース（直近24ヶ月）を確認した範囲では、具体的な特許番号と発明名称が対応付けられた網
羅的なリストを一次情報として特定できない（調査範囲内では確認できず）。公式ニュースにおいて

経口そう痒症改善剤「レミッチ」に関する用途特許として「特許第3531170号」の言及は存在するが、
発明名称を伴う対応表の要件を満たすリスト情報が存在しないため、本表は空欄としている3。 

組織・施設スナップショット（As-of 2026/03/05） 
研究組織（研究所）一覧 
 



センター名（公式表記） 根拠ページ名 URL 

繊維研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

フィルム研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

化成品研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

複合材料研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

電子情報材料研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

地球環境研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

医薬研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

先端融合研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

先端材料研究所 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

※公式ページ「主要拠点」および「研究組織」では上記の9研究所が紹介されている4。 
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開発・エンジニアリング・その他の施設一覧 
 

施設名（公式表記） 根拠ページ名 URL 

環境・モビリティ開発センター 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

テキスタイル・機能資材開発

センター 
公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo

utus/network/headoffice.ht
ml 

エンジニアリング開発セン

ター 
公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo

utus/network/headoffice.ht
ml 

新事業開発部門 公式サイト：主要拠点 https://www.toray.co.jp/abo
utus/network/headoffice.ht
ml 

A&Aセンター 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
ments/ 

繊維関連技術部署 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
ments/ 

フィルム関連技術部署 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
ments/ 

樹脂・ケミカル関連技術部署 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
ments/ 

複合材料関連技術部署 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
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ments/ 

電子情報材料関連技術部署 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
ments/ 

水処理・環境関連技術部署 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
ments/ 

医薬・医療関連技術部署 公式サイト：開発・エンジニア

リング組織 
https://www.toray.co.jp/tech
nology/organization/depart
ments/ 

※公式ページでは上記の施設・部署が紹介されている4。 

1. 企業理念と知的財産に関する基本方針の全体像 
東レ株式会社における知的財産戦略は、単なる法務部門の個別施策に留まらず、全社の企業理念

および経営戦略と強固に結びついた「三位一体」の構造を持っている。「Toray Report 2024」におい
て開示されている同社の基本哲学によれば、経営基本方針はステークホルダーに向けた4つの明確
なコミットメントから構成されている。第一に顧客に対するコミットメントとして「お客様のために 新しい
価値と高い品質の製品とサービスを」提供する方針を示している。第二に従業員に対するコミットメン

トとして「社員のために 働きがいと公正な機会を」提供する方針を定めている。第三に株主に対する
コミットメントとして「株主のために 誠実で信頼に応える経営を」実践する方針を掲げている。第四に
社会に対するコミットメントとして「社会のために 社会の一員として責任を果たし相互信頼と連携を」
図る方針を明記している。これらの経営基本方針は、同社が社会に提供する価値の根幹を定義する

ものである2。 

さらに、日々の事業活動における実践規範として、9項目からなる「企業行動指針」が策定されてい
る。第一項目は「安全と環境」であり、安全・防災・環境保全を最優先課題とし、社会と社員の安全と

健康を守るとともに持続可能な社会の実現に貢献するとしている。第二項目は「倫理と公正」であり、

社会的規範の遵守はもとより、高い倫理観と強い責任感をもって公正に行動し、社会の信頼と期待

に応える方針を示している。第三項目は「お客様第一」であり、お客様に価値の高いソリューションを

提供し、満足と世界最高水準の品質を追求するとしている。第四項目は知財戦略の源泉となる「革

新と創造」であり、企業活動全般にわたる継続的なイノベーションを図り、ダイナミックな進化と発展

を目指すことを規定している。第五項目は「現場力強化」であり、相互研鑽と自助努力により企業活

動の基盤となる現場力を強化するとしている。第六項目は「連携と共創」であり、グループ内の有機

的な連携と外部との戦略的な提携により、新しい価値を創造して社会とともに発展するとしている。

第七項目は「人材重視」であり、社員に意欲をもって能力を発揮できる職場環境を提供し、人と組織
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に活力が溢れる風土をつくるとしている。第八項目は「情報開示」であり、企業情報の適切な開示と

ステークホルダーとのコミュニケーション促進により、経営の透明性を維持するとしている。第九項目

は「人権尊重」であり、良き企業市民として人権尊重の責任を果たすことを宣言している1。 

これら全社的な経営哲学に基づき、技術とイノベーションを守るための指針として「知的財産に関す

る基本方針」が定められている。「Toray Report 2025」によれば、知的財産部門のミッションは「“知
財の事業への貢献”を実現し、東レグループの企業価値の向上に繋げる」こととされている。このミッ
ションを遂行するため、グループ全体で4つの基本方針が設定されている。第一の方針は「経営方針
に沿った三位一体の知財戦略」であり、重要な経営資源の一つである知的財産の戦略を、事業戦略

および研究・技術開発戦略と相互に有機的に連携させることを定めている。第二の方針は「権利取

得の推進」であり、東レグループの製品・技術を守り利益を確保するために質の高い特許出願や権

利化を推進し、牽制力のある強い特許網の構築に努めるとともに、商標についてもブランド価値向上

を意識した適切な権利の取得を実行するとしている。第三の方針は「他人の権利の尊重」であり、他

人の権利を侵害することのないように製品・技術と他社特許などとの関係を包括的に調査する特許

確認制度を設けており、商標についても使用前に他社登録商標との関係を確認する手順を徹底して

いる。第四の方針は「自己の権利の正当な行使」であり、他人による権利侵害に対する侵害行為の

中止要請のほか、ライセンス許諾による金銭的利益の享受や他人の権利とのクロスライセンスな

ど、正当な権利行使や活用を行い、状況に応じて適切な措置を取る方針を定めている2。 

2. 知的財産ガバナンス・特許責任体制と権利保護の実践 
前述の知的財産に関する基本方針を日々の事業活動において実行するため、東レは研究開発部門

と知的財産部門が密接に連携する強固なガバナンス体制を敷いている。「Toray Report 2025」に記
載された「事業分野における知財実行計画の策定・遂行」の項目によれば、東レ本体では技術分野

ごとに「特許責任体制」が構築されている。この体制の核となるのが、2ヶ月に1回の頻度で開催され
る「特許会議」である。各担当領域の技術責任を持つ現場の長は、担当領域に発生する特許問題の

総責任者として「特許責任者」に任命される。特許責任者は、知的財産部から専門的見解や法的助

言を得つつ、現場の責任として知財戦略を遂行する役割を担っている。同社は報告書において、こ

の仕組みについて「特許に関しても製品安全と同様に現場が責任を持つことが明確に体現された制

度である」と意義を強調している2。 

さらに、この特許責任体制は組織の最上層である取締役会と直接的に連携する構造となっている。

最高技術責任者（CTO）にあたる副社長が、東レの技術全般と知的財産全般の双方を統括する役
割を担い、部門間の垣根を越えた全社的な視点から「事業・技術・知財」の三位一体戦略を指揮して

いる。また、この特許管理の枠組みは日本国内の本体事業に限定されない。国内外の各種関係会

社についても、技術分野ごとに「グローバル特許戦略責任体制」のなかに組み込まれており、東レグ

ループ全体が一体となって知財戦略を推進し、各技術分野における重要テーマについて実行計画を

策定・遂行する体制がグローバル規模で整備されている2。 

こうした厳格な知財ガバナンスの運用実績として、自社の基本方針である「自己の権利の正当な行

使」に基づく具体的な法的対応の事例が公式に公表されている。東レが創製した世界初の選択的オ

ピオイドκ（カッパ）受容体作動薬であり、抗ヒスタミン薬や抗アレルギー薬などとは異なるメカニズム
で痒みを抑える経口そう痒症改善剤「レミッチ」（一般名：ナルフラフィン塩酸塩）に関する特許訴訟が



その一例である。同社は、東レが医薬品製造販売承認を取得した「レミッチ」および東レ・メディカル

株式会社が承認を取得した「ノピコール」に関する用途特許（特許第3531170号）の特許延長登録に
関連して、特許延長登録拒絶審決の取消しおよび特許延長登録無効審決の取消しを求めて知財高

裁へ訴訟を提起していた。公式ニュースの発表によれば、去る3月25日に同社は延長登録拒絶審決
および延長登録無効審決の取消判決を得るとともに、用途特許に対する特許無効審判（無効

2019-800038）での特許維持審決に対する審決取消訴訟についても審決維持（特許有効）判決を得
たとしている。この訴訟において、同社の主張が認められ、本剤における有効成分が用途特許に規

定するナルフラフィンであることが認められた。同社は本件に関連して「必要に応じて、自社の有する

知的財産を侵害から守るため、当社の基本方針である『自己の権利の正当な行使』に従い適切な対

応を取り続けてまいる所存です」との公式見解を示し、技術的優位性を法的に保護する断固たる姿

勢を明確にしている3。 

3. 歴史的沿革からみる技術開発基盤の軌跡 
東レの現在の広範な知的財産と高度な技術力は、一世紀に迫る長期的な研究開発と事業展開の歴

史の上に築かれている。コーポレート・ガバナンス報告書および有価証券報告書に記載された沿革

によれば、同社の事業の基盤は1926年1月12日に三井物産株式会社の出資により、資本金10,000
千円をもって「東洋レーヨン株式会社」として設立されたことに遡る。設立翌年の1927年8月には、滋
賀県石山に現在の主力拠点の一つに連なる滋賀工場を設立し、ビスコース法によるレーヨン糸の生

産を開始した。その後、1936年8月にはレーヨンステープルの生産を開始し、1938年2月にはレーヨン
ステープルの紡織の一貫工場として瀬田工場を完成させている。1941年7月には東洋絹織株式会
社、庄内川レーヨン株式会社および株式会社庄内川染工所を吸収合併し、愛媛工場および愛知工

場を設立して生産体制を拡大した。戦後の1949年5月には東京証券取引所へ株式を上場している10

。 

合成繊維に関する技術開発と量産化は、1950年代に飛躍的な進展を遂げた。1951年4月にナイロン
工業化のために名古屋工場を建設するとともに、既存の愛知工場にも設備を新設し、ナイロンの本

格生産を開始した。同年6月には米国DuPont社とナイロンの技術提携契約を締結している。続いて
ポリエステル分野においては、1957年2月に英国ICI社とポリエステル繊維の技術提携契約を締結
し、1958年4月に三島工場を完成させてポリエステル繊維「東レテトロン」の生産を開始した。さらに
1959年4月にはポリエステルフィルム「ルミラー」の本格生産を開始し、フィルム分野への技術展開を
果たした。1960年代には、1960年2月に岡崎工場を完成させて強力ナイロン糸の本格生産を開始
し、同年8月には現在の東レエンジニアリング株式会社の前身となる東洋工事株式会社を設立して
エンジニアリング領域の基盤を強化した。1961年4月には、同社が独自で開発したPNC法によるカプ
ロラクタムの本格生産を開始し、自社技術による化学素材の製造を確立している。基礎研究をさらに

促進するため、1962年9月には基礎研究所（現在の基礎研究センター）を開設し、社内の研究体制を
強固なものとした。1964年3月にはアクリル繊維「トレロン」およびABS樹脂「トヨラック」の本格生産を
開始した。1970年1月に社名を現在の「東レ株式会社」へと変更し、同年4月には高級スエード調素
材「エクセーヌ」を開発して高付加価値素材へのシフトを進めた。1970年7月に千葉工場を完成させ
てABS樹脂の生産を開始、同年11月には土浦工場を完成させてポリプロピレンフィルム「トレファン」
の生産を開始した。翌1971年3月には東海工場を完成させてテレフタル酸およびカプロラクタムの生
産を開始し、同年7月には岐阜工場を完成させてポリエステルフィルムの生産を開始している。この
ような長年にわたる新素材の開拓、独自製法の開発、そして生産技術の高度化といった歴史的歩み



が、現在の東レにおける特許網構築と研究・技術開発体制の確固たる土台となっている10。 

4. 国内外の研究開発・技術組織ネットワークの詳細 
東レは、基礎研究から応用技術の開発、エンジニアリング、そしてグローバルな製品展開に至るま

で、極めて広範かつ専門化された研究開発ネットワークを構築している。同社の公式サイトに記載さ

れた「研究・技術開発主要拠点」の情報によれば、日本国内においては特定の技術ドメインに特化し

た9つの独立した「研究所」が稼働している。各研究所の所在地は以下の通りである。静岡県三島市
には「繊維研究所」が設置されており、繊維材料の基盤研究を担っている。滋賀県大津市には、大

津市園山に「フィルム研究所」「電子情報材料研究所」「地球環境研究所」「先端材料研究所」が集中

して配置され、一大研究開発拠点を形成している。愛知県名古屋市港区大江町には「化成品研究

所」が、愛媛県伊予郡松前町筒井には「複合材料研究所」が位置している。さらに、ライフサイエンス

および先端融合領域の研究拠点として、神奈川県鎌倉市手広に「医薬研究所」および「先端融合研

究所」が設置されている5。 

基礎研究の成果を市場のニーズに合わせて製品化し、量産プロセスを確立するための「開発・エン

ジニアリング組織」も国内に多数配置されている。滋賀県大津市大江には「環境・モビリティ開発セン

ター」および「テキスタイル・機能資材開発センター」が設置され、同市園山には「エンジニアリング開

発センター」が存在する。また、技術部門の統括機能として「技術センター」が置かれ、その傘下には

「A&Aセンター」のほか、繊維関連技術部署、フィルム関連技術部署、樹脂・ケミカル関連技術部署、
複合材料関連技術部署、電子情報材料関連技術部署、水処理・環境関連技術部署、医薬・医療関

連技術部署といった専門領域ごとの技術部署が編成されている。新たなビジネスドメインを開拓する

機能としては、東京都中央区日本橋室町の日本橋三井タワーに「新事業開発部門」が置かれている
4。 

自社内の組織に加えて、外部との連携や専門的支援を担う「研究・技術開発協力機関」も東レのイノ

ベーションを支えている。1978年6月に東レの研究開発部門から独立して設立された「株式会社東レ
リサーチセンター（TRC）」は、高度な分析・評価技術に基づき、原因究明や課題解決の技術支援を
行っている。近年では、全固体電池、燃料電池、水処理、バイオマス、先端医療材料、パワー半導体

などのサステナビリティおよびデジタルイノベーション事業分野に対する技術支援を強化している。ま

た、2002年に設立された「株式会社鎌倉テクノサイエンス」は、東レのナノバイオテクノロジー研究や
医薬・医療機器研究開発で培われた技術と人材を活用し、新規事業を創出するためのインキュベー

ターとしての機能を果たしている4。 

さらに、東レの研究開発ネットワークは日本国内に留まらず、「グローバル連携」として世界各地域の

主要市場および生産拠点に研究施設を展開している。中国においては「東麗繊維研究所（中国）有

限公司（TFRC）」および「東麗先端材料研究開発（中国）有限公司（TARC）」が設立されている。韓国
には「Toray Advanced Materials Korea Inc.（TAK）」が位置している。米国においては「Advanced 
Materials Research Center（AMRC）」「Toray Composites Materials America, Inc.（CMA）」「Toray 
Plastics (America), Inc.（TPA）」が研究開発活動を行っている。東南アジアの拠点としてマレーシアに
「Toray Plastics (Malaysia) Sdn. Berhad（TPM）」が存在する。欧州市場に向けては、フランスの「
Toray Carbon Fibers Europe S.A.（CFE）」、イタリアの「Alcantara S.p.A.」、およびオランダの「Toray 
Advanced Composites Netherlands B.V.（TACNL）」が連携拠点として機能している。これらグロー



バルな研究開発拠点網を通じて、現地の顧客ニーズに密着した製品開発を進めると同時に、世界

規模での知的財産ポートフォリオの強化を推進している4。 

5. 財務パフォーマンスと設備投資・資本構成の詳細実績 
東レの知的財産創出と技術開発を資金面から支える財務基盤について、代表取締役社長大矢光雄

氏のもとで2026年2月10日に発表された「2026年3月期 第3四半期決算短信〔IFRS〕(連結)」およびそ
の補足説明資料から詳細な実績値が確認できる。当報告は、2025年4月1日から2025年12月31日ま
での第3四半期累計期間における経営成績を対象としている。 

当該期間における連結経営成績の主要数値は以下の通りである。売上収益は1,919,493百万円で
あり、前年同四半期と比較して0.2%の減少となった。営業利益から非経常的な要因により発生した
損益を除いて算出される「事業利益」は105,090百万円（対前年同四半期増減率3.4%減）であった。
営業利益は71,039百万円（同31.6%減）、税引前四半期利益は74,663百万円（同30.6%減）であっ
た。最終的な四半期利益は45,946百万円（同44.2%減）であり、親会社の所有者に帰属する四半期
利益は40,164百万円（同46.6%減）として計上された。この結果、基本的1株当たり四半期利益は
26.53円、希薄化後1株当たり四半期利益は26.49円となっている。また、当該期間の四半期包括利
益合計額は172,299百万円（同46.5%増）であった。配当の状況については、第2四半期末における
配当金が10.00円となっており、期末配当予想の10.00円と合わせて年間配当金は20.00円が予定
されている7。 

2026年3月期通期の連結業績予想については、売上収益2,600,000百万円（対前期増減率1.4%
増）、事業利益150,000百万円（同5.1%増）、親会社の所有者に帰属する当期利益82,000百万円
（同5.2%増）を見込んでおり、通期の基本的1株当たり当期利益は54.43円と予想されている7。 

2025年12月31日時点での連結財政状態（バランスシート）の構造は以下の通りである。資産合計は
3,515,106百万円であり、前期末（2025年3月期）の3,292,597百万円から増加している。資本合計は
1,884,604百万円であり、このうち親会社の所有者に帰属する持分は1,761,974百万円となっている。
結果として、親会社所有者帰属持分比率は50.1%と算定される7。 負債および資本の具体的な内訳
数値は以下の通りである。負債合計は1,472,025百万円であり、流動負債合計857,530百万円と非
流動負債合計614,495百万円から構成される。非流動負債の主要な内訳は、社債及び借入金が
432,468百万円、退職給付に係る負債が80,254百万円、繰延税金負債が51,115百万円、リース負債
が32,150百万円、その他の非流動負債が14,325百万円、その他の金融負債が4,183百万円となって
いる。資本に関する内訳では、親会社の所有者に帰属する持分のうち、資本金が147,873百万円、
資本剰余金が120,562百万円、利益剰余金が1,170,508百万円計上されており、自己株式はマイナ
ス57,240百万円として控除されている8。 また、参考データとして2025年3月31日時点の資産内訳の
一部を確認すると、流動資産合計は1,522,640百万円であり、うち営業債権及びその他の債権が
659,600百万円、棚卸資産が531,959百万円、現金及び現金同等物が235,887百万円、その他の流
動資産が67,110百万円、売却目的で保有する資産が15,111百万円、その他の金融資産が12,973百
万円であった。非流動資産の主要項目としては、有形固定資産が1,081,115百万円、持分法で会計
処理されている投資が228,989百万円、のれんが95,996百万円、無形資産が95,269百万円、使用
権資産が50,486百万円計上されていた11。 



将来の知的財産とイノベーションを生み出すための設備投資および研究開発基盤への資金投下状

況を示す指標として、キャッシュ・フローのデータが存在する。2025年4月1日から2025年12月31日ま
での累計期間において、「有形固定資産及び無形資産の取得による支出」として114,973百万円が計
上されている。前年同期間の実績値は131,949百万円であり、同社が有形・無形の技術資産の構築
に向けて継続的かつ大規模な資本投下を行っていることが財務数値から裏付けられる8。 

6. イノベーションによる持続可能な社会への貢献と中長期戦
略 
東レは、自社が保有する高度な素材技術と知的財産を、地球規模の社会課題解決へと直結させる

イノベーション戦略を推進している。同社が中長期的な指針として掲げる「東レグループ サステナビ
リティ・ビジョン」では、2050年に向けて達成すべき4つの目標とする世界像が定義されている。第一
に、地球規模での温室効果ガスの排出と吸収のバランスが達成された世界（Net-zero GHG 
emissions world）を目指す。第二に、資源が持続可能な形で管理される世界（Sustainable 
resource management world / GO CIRCULAR）の実現を目指す。第三に、すべての人が安全な水
と空気を利用でき、自然環境が回復した世界を目指す。第四に、すべての人が健康で衛生的な生活

を送る世界の実現を目指すとしている2。 

これらの長期ビジョンを具現化するための実行計画として、中期経営課題「Project AP-G 2025」（サ
ブタイトル：Innovation and Resilience Management – A New Leap Through Value Creation）が策
定されている。同プログラムの基本戦略は5つの柱から成り立っている。持続可能な成長の実現、価
値創出力強化、競争力強化、「人を基本とする経営」の深化、そしてリスクマネジメントとグループガ

バナンスの強化である。「Toray Report 2024」の記述によれば、同社は技術開発と知財の成果を市
場価値に転換するため「戦略的価格設定」に注力しており、研究・技術開発の現場から営業の最前

線に至るまでマインドセットの変革を促し、革新的な素材の価値が市場で適正に評価される仕組み

の構築を推進している。また、限られた経営資源を成長性と収益性が期待される事業や研究開発領

域へ最適に配分するための経営指標としてROIC（投下資本利益率）を導入している。報告書に示さ
れた計画値によれば、全社レベルのROICを2023年度の実績である2.8%から、2024年度には約4%
へと改善させることを目標として掲げている6。 

さらに、サステナビリティ・ビジョンと連動する「CSRロードマップ2025」（対象期間：2023年度〜2025
年度）においては、技術革新のターゲットがより具体的に設定されている。気候変動対策としては温

室効果ガス排出削減やカーボンニュートラル移行に向けた先進材料の開発を推進し、サーキュラー

エコノミーに向けては資源回収技術やバイオマス由来素材、CO2の資源化技術に注力するとしてい
る。健康・衛生分野では、医療ケアや介護支援、一般衛生用途に向けた先端材料の提供を通じて生

活の質の向上に貢献する目標を掲げている。これらの取り組みの進捗状況は、CSRマテリアリティ
（重要課題）に基づくKPIによって定量的に管理されている6。 

これらの戦略と目標に基づく直近の技術的ブレイクスルーとして、研究開発・技術組織から創出され

た複数の新技術が公表されている。2026年3月には、同社独自の複合紡糸技術である「
NANODESIGN」を活用した新たなポリエステル長繊維「AURLIST」の開発が発表された。この素材
は、上質な光沢感とふくらみ感、微細な起毛感を発現させる特性を有する。また、2026年2月には、



3Dプリンター用の材料として高い耐衝撃性と表面の平滑性を実現する「ポリアミド(PA)12真球微粒
子」の開発が公表された。同月にはさらに、化粧品用微粒子市場をターゲットとした「ポリアミド4バイ
オ原料化技術」の開発も発表されている。これら最新の研究開発成果は、東レが保有する先端材料

技術と知的財産が、次世代の産業ニーズや環境課題に対する具体的なソリューションとして結実し

たものである6。 

未確認 / 確認不能事項 
●​ 研究開発費の開示について：2026/03/05時点で、有報（直近FY）・決算短信（直近4四半期）・統

合報告書（直近版）を確認した範囲では、2023年度実績、2024年度実績、2025年度見込み、
および2026年度予想に関する連結ベースの全社「研究開発費」の具体的な金額を一次情報と
して特定できない（調査範囲内では確認できず）。なお、決算短信における一部の事業セグメン

トの記載や、販売管理費・売上原価の断片的な数値は存在するが、全社の研究開発費総額を

示す項目は確認できなかった6。 
●​ 特許件数および特許ランキングの特定について：2026/03/05時点で、有報（直近FY）・決算短

信（直近4四半期）・統合報告書（直近版）・公式IR（直近24ヶ月）を確認した範囲では、集計母集
団および検索条件が明記された特許出願件数や保有件数、特許ランキングに関する具体的な

数値を一次情報として特定できない（調査範囲内では確認できず）。 
●​ 具体的な特許番号と発明名称の対応関係：2026/03/05時点で、有報（直近FY）・決算短信（直

近4四半期）・統合報告書（直近版）・公式IR/公式ニュース（直近24ヶ月）を確認した範囲では、
知財対応表の要件を満たすような特許番号と発明名称（公式表記）が1対1で対応付けられた網
羅的な一覧表を一次情報として特定できない（調査範囲内では確認できず）。公式ニュースに

おいて経口そう痒症改善剤「レミッチ」に関連する用途特許として「特許第3531170号」への言及
は存在するが、その他の特許情報とのリスト化がなされていないため、対応表は作成不能で

あった3。 
●​ 知的財産に関する基本方針の公式ページ詳細：公式サイト上の「知的財産に関する基本方針（

Intellectual Property Policy）」および「コーポレート・ガバナンス報告書」の該当ページ（URL: 
https://www.toray.co.jp/sustainability/governance/intellectual-property/ および 
https://www.toray.co.jp/ir/library/governance/pdf/gov_a001.pdf 等）へアクセスを試みたが、
当該ページを開くことができず、Webページ上での記載内容の直接照合については検証不能
であった（理由：404/アクセス不可等によるサイトエラーの可能性）。本レポートの該当項目は、
代替情報として閲覧可能であった統合報告書「Toray Report 2025」内の記述を採用して作成し
た14。 

●​ 統合報告書における知財・研究開発の詳細図表：統合報告書PDF「Toray Report 2024」を参照
したが、当該文書の目次に示された56ページ（研究・技術開発）および58ページ（知的財産）に
記載されているとされる詳細な数値や知財戦略の具体的施策内容について、提供されたテキ

スト情報からは機械的に特定できず（検証不能：PDF図表/画像として埋め込まれている可能
性）1。 

●​ 直近の案件完了日・開始日の特定について：レミッチの特許延長登録等に関する審決取消訴
訟における取消判決日（3月25日）の具体的な西暦年、ならびに「AURLIST」「3Dプリンター用
PA12微粒子」「ポリアミド4バイオ原料化技術」の開発完了または製品提供開始の具体的な年

https://www.toray.co.jp/sustainability/governance/intellectual-property/
https://www.toray.co.jp/ir/library/governance/pdf/gov_a001.pdf


月日について、2026/03/05時点で公式IR/公式ニュース（直近24ヶ月）を確認した範囲では、当
該日付を一次情報として特定できない（調査範囲内では確認できず）。月までの情報は存在す

るが、正確な年月日の断定は避けた3。 
●​ 東レの最新の役職者名について：代表取締役社長が大矢光雄氏であることは決算短信から確

認できたが、特許戦略と技術全般を統括するとされる副社長（CTO）の具体的な氏名について、
2026/03/05時点で参照した一次情報（決算短信、統合報告書テキスト等）では確認できない
（調査範囲内では確認できず）2。 

引用文献 

1.​ TORAY Report - Amazon S3, 3月 5, 2026にアクセス、 
http://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/toray/ir/pdf/lib/lib_a636.pdf 

2.​ Untitled - Vane.Online, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://vane.online/monthly_page/img/page48/toray_report.pdf 

3.​ 経口そう痒症改善剤レミッチ®の用途特許に関する審決取消訴訟の判決について | 
TORAY, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/news/article.html?contentId=t01zwytp 

4.​ 研究・技術開発体制 - 東レ, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/technology/organization/index.html 

5.​ 本社・支店 | 会社情報 | TORAY, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/aboutus/network/headoffice.html 

6.​ TORAY Report - 東レ, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/lib/lib_a636.pdf 

7.​ 2026年３月期 第３四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕(連結), 3月 5, 2026にアクセス、 
https://assets.minkabu.jp/news/article_media_content/urn:newsml:tdnet.info:2026
0209551999/010120260209551999.pdf 

8.​ 2026年３月期 第３四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕(連結) - 東レ, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/fin/fin_a132.pdf 

9.​ ニュースルーム | TORAY - 東レ, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/news/index.html 

10.​【表紙】 - IRサイトの自動更新CMS【IRポケット】, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://pdf.irpocket.com/C3402/OtX6/tYn1/htmn.pdf 

11.​2025年３月期 決算短信〔ＩＦＲＳ〕(連結) - 東レ, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/fin/fin_a129.pdf 

12.​2023年3月期 第2四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕(連結) - 東レ, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/fin/fin_a119.pdf 

13.​2026年3月期第3四半期 決算補足資料, 3月 5, 2026にアクセス、 
https://finance-frontend-pc-dist.west.edge.storage-yahoo.jp/disclosure/2026021
7/20260217563976.pdf 

14.​1月 1, 1970にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/sustainability/governance/intellectual-property/index.html 

15.​1月 1, 1970にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/ir/library/governance/pdf/gov_a001.pdf 

16.​1月 1, 1970にアクセス、 
https://www.toray.co.jp/sustainability/governance/intellectual-property/ 

http://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/toray/ir/pdf/lib/lib_a636.pdf
https://vane.online/monthly_page/img/page48/toray_report.pdf
https://www.toray.co.jp/news/article.html?contentId=t01zwytp
https://www.toray.co.jp/technology/organization/index.html
https://www.toray.co.jp/aboutus/network/headoffice.html
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/lib/lib_a636.pdf
https://assets.minkabu.jp/news/article_media_content/urn:newsml:tdnet.info:20260209551999/010120260209551999.pdf
https://assets.minkabu.jp/news/article_media_content/urn:newsml:tdnet.info:20260209551999/010120260209551999.pdf
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/fin/fin_a132.pdf
https://www.toray.co.jp/news/index.html
https://pdf.irpocket.com/C3402/OtX6/tYn1/htmn.pdf
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/fin/fin_a129.pdf
https://www.toray.co.jp/ir/pdf/fin/fin_a119.pdf
https://finance-frontend-pc-dist.west.edge.storage-yahoo.jp/disclosure/20260217/20260217563976.pdf
https://finance-frontend-pc-dist.west.edge.storage-yahoo.jp/disclosure/20260217/20260217563976.pdf
https://www.toray.co.jp/sustainability/governance/intellectual-property/index.html
https://www.toray.co.jp/ir/library/governance/pdf/gov_a001.pdf
https://www.toray.co.jp/sustainability/governance/intellectual-property/

	東レの知財戦略：技術・事業・知財の三位一体経営とグローバル研究開発ネットワークの実態 
	エグゼクティブサマリ 
	Evidence Index 
	主要案件クロノロジー 
	知財対応表 
	組織・施設スナップショット（As-of 2026/03/05） 
	研究組織（研究所）一覧 
	開発・エンジニアリング・その他の施設一覧 

	1. 企業理念と知的財産に関する基本方針の全体像 
	2. 知的財産ガバナンス・特許責任体制と権利保護の実践 
	3. 歴史的沿革からみる技術開発基盤の軌跡 
	4. 国内外の研究開発・技術組織ネットワークの詳細 
	5. 財務パフォーマンスと設備投資・資本構成の詳細実績 
	6. イノベーションによる持続可能な社会への貢献と中長期戦略 
	未確認 / 確認不能事項 
	引用文献 



